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国　税／ 給与所得者の扶養控除等申告書の提出 
 本年最初の給与支払日の前日

国　税／ 報酬、料金、地代、家賃等の支払調書の提出
 1月31日

国　税／ 源泉徴収票の交付、提出 1月31日
国　税／ 12月分源泉所得税の納付 1月10日

（納期の特例を受けている事業所の7～12月
分は1月22日）

国　税／ 11月決算法人の確定申告 
（法人税・消費税等） 1月31日

国　税／ 5月決算法人の中間申告 1月31日
国　税／ 2月、5月、8月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 1月31日
地方税／ 固定資産税の償却資産に関する申告 1月31日
地方税／ 給与支払報告書の提出 1月31日
労　務／ 労働保険料の納付（第3期分） 1月31日

 （労働保険事務組合委託の場合2月14日まで）

　平成29年度税制改正で配偶者控除が見直さ
れ、「控除対象配偶者」（納税者と生計を一に
する配偶者で合計所得金額が38万円以下）が、
30年分以後の所得税から「同一生計配偶者」
に名称変更するとともに、同一生計配偶者で
も納税者の合計所得金額が１千万円超の場合
は、配偶者控除の適用ができなくなりました。

ワンポイント 同一生計配偶者

1 月 の 税 務 と 労 務1月 （睦月）JANUARY

1日・元日　8日・成人の日

日 月 火 水 木 金 土

 

あ
け
ま
し
て

　
　

お
め
で
と
う　

　
　
　
　

ご
ざ
い
ま
す

 ・ 
 7 

14 

21 

28 

 1 

 8 

15 

22 

29 

 2 

 9 

16 

23 

30 

 3 

10 

17 

24 

31 

 4 

11 

18 

25 

 ・ 

 5 

12 

19 

26 

 ・ 

 6 

13 

20 

27 

 ・



1月号 ─ 2

　

職
場
で
生
じ
る
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
（
以
下
、「
パ
ワ
ハ
ラ
」
と
い

い
ま
す
）
は
、
受
け
る
者
、
周
囲
の

者
、
行
っ
た
者
自
身
、
そ
し
て
会
社

全
体
と
広
範
囲
に
わ
た
っ
て
深
刻
な

影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

今
回
は
、
職
場
の
パ
ワ
ハ
ラ
対
策

に
つ
い
て
説
明
し
ま
す
。

一
　
パ
ワ
ハ
ラ
と
は

　

対
策
を
講
じ
る
前
に
、
ま
ず
は
ど

の
よ
う
な
も
の
が
パ
ワ
ハ
ラ
に
該
当

す
る
の
か
を
見
て
い
き
ま
す
。
厚
生

労
働
省
で
「
パ
ワ
ハ
ラ
の
定
義
」「
行

動
類
型
」
と
し
て
触
れ
ら
れ
て
い
る

も
の
を
ご
案
内
し
ま
す
。

㈠
　
定
義

①　

職
場
の
パ
ワ
ハ
ラ

　

同
じ
職
場
で
働
く
者
に
対
し
て
、

職
務
上
の
地
位
や
人
間
関
係
な
ど
の

職
場
内
で
の
優
位
性
を
背
景
に
、
業

務
の
適
正
な
範
囲
を
超
え
て
、
精
神

的
・
身
体
的
苦
痛
を
与
え
る
又
は
職

場
環
境
を
悪
化
さ
せ
る
行
為
を
い
い

ま
す
。

②　

職
場
内
で
の
優
位
性

　

パ
ワ
ハ
ラ
は
、
上
司
か
ら
部
下
へ

の
い
じ
め
・
嫌
が
ら
せ
に
使
わ
れ
る

場
合
が
多
い
で
す
が
、
先
輩
・
後
輩

間
や
同
僚
間
等
で
行
わ
れ
る
も
の
も

あ
り
ま
す
。

　
「
職
場
内
で
の
優
位
性
」に
は
、「
職

務
上
の
地
位
」
に
限
ら
ず
、
人
間
関

係
や
専
門
知
識
、
経
験
な
ど
の
様
々

な
優
位
性
が
含
ま
れ
ま
す
。

③　

業
務
の
適
正
な
範
囲

　

業
務
上
の
必
要
な
指
示
や
注
意
・

指
導
を
不
満
に
感
じ
た
り
す
る
場
合

で
も
、
業
務
上
の
適
正
な
範
囲
で
行

わ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
パ
ワ
ハ
ラ

に
は
あ
た
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

例
え
ば
、
上
司
は
自
ら
の
職
位
・

職
能
に
応
じ
て
権
限
を
発
揮
し
、
業

務
上
の
指
揮
監
督
や
教
育
指
導
を
行

い
、
上
司
と
し
て
の
役
割
を
遂
行
す

る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。
職
場
の

パ
ワ
ハ
ラ
対
策
は
、
そ
の
よ
う
な
上

司
の
適
正
な
指
導
を
妨
げ
る
も
の
と

な
ら
な
い
よ
う
に
し
ま
す
。
各
職
場

で
、
何
が
業
務
の
適
正
な
範
囲
で
、

何
が
そ
う
で
な
い
の
か
、
そ
の
範
囲

を
話
し
合
っ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

㈡
　
行
動
類
型

　

行
動
類
型
は
六
つ
に
分
類
さ
れ
て

い
ま
す
。

①　

身
体
的
な
攻
撃

　

叩
く
、
殴
る
、
蹴
る
な
ど
の
暴
行
・

傷
害
が
該
当
し
ま
す
。

②　

精
神
的
な
攻
撃

　

脅
迫
・
名
誉
棄
損
・
侮
辱
・
ひ
ど

い
暴
言
な
ど
が
該
当
し
ま
す
。

例　

同
僚
の
目
の
前
で
の
叱
責
、
必

要
以
上
に
長
時
間
に
わ
た
り
繰
り

返
し
執
拗
に
叱
る
。

③　

人
間
関
係
か
ら
の
切
り
離
し

　

隔
離
・
仲
間
外
し
・
無
視
等
が
該

当
し
ま
す
。

例　

一
人
だ
け
別
室
に
席
を
移
す
、

強
制
的
に
自
宅
待
機
を
命
じ
る
、

送
別
会
に
出
席
さ
せ
な
い
。

④　

過
大
な
要
求

　

業
務
上
明
ら
か
に
不
要
な
こ
と
や

遂
行
不
可
能
な
こ
と
の
強
制
、
仕
事

の
妨
害
等
が
該
当
し
ま
す
。

例　

仕
事
の
や
り
方
も
分
か
ら
な
い

新
人
に
、
大
量
の
仕
事
を
押
し
つ

け
て
他
の
者
は
先
に
帰
る
。

⑤　

過
小
な
要
求

　

業
務
上
の
合
理
性
が
な
く
、
能
力

や
経
験
と
か
け
離
れ
た
程
度
の
低
い

仕
事
を
命
じ
る
、
仕
事
を
与
え
な
い

等
が
該
当
し
ま
す
。

例　

運
転
手
と
し
て
雇
用
さ
れ
た
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
営
業
所
の
草
む

し
り
の
み
を
さ
せ
る
。

⑥　

個
の
侵
害

　

私
的
な
こ
と
に
過
度
に
立
ち
入
る

行
為
が
該
当
し
ま
す
。

例　

交
際
相
手
の
こ
と
を
執
拗
に
問

う
。
家
族
の
悪
口
を
言
う
。

二
　
予
防
・
解
決
・
再
発
防
止

㈠
　
予
防

　

予
防
の
取
り
組
み
例
を
掲
げ
ま
す
。

①　

ト
ッ
プ
の
メ
ッ
セ
ー
ジ

　

ま
ず
組
織
の
ト
ッ
プ
が
、
パ
ワ
ハ

ラ
は
職
場
か
ら
な
く
す
べ
き
で
あ
る

こ
と
を
明
確
に
示
し
ま
す
。

◎
メ
ッ
セ
ー
ジ
の
例

・
「
当
社
は
、
パ
ワ
ハ
ラ
行
為
は
断

じ
て
許
さ
ず
、
す
べ
て
の
従
業
員

が
互
い
に
尊
重
し
合
え
る
、
安
全

で
快
適
な
職
場
環
境
づ
く
り
に
取

り
組
ん
で
い
き
ま
す
」

・
「
管
理
職
を
始
め
と
す
る
全
従
業

員
は
、
研
修
な
ど
に
よ
り
、
パ
ワ

ハ
ラ
に
関
す
る
知
識
や
対
応
能
力

を
向
上
さ
せ
、
そ
の
よ
う
な
行
為

を
発
生
さ
せ
な
い
、
許
さ
な
い
企

業
風
土
づ
く
り
を
心
掛
け
て
く
だ

さ
い
」

パワー
ハラスメント
　　　　対策
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②　

ル
ー
ル
を
決
め
る

　

就
業
規
則
に
関
係
規
定
を
設
け
る
、

労
使
協
定
を
締
結
す
る
、
予
防
・
解

決
に
つ
い
て
の
方
針
や
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
を
作
成
す
る
と
い
っ
た
こ
と
を
実

施
し
ま
す
。

◎
就
業
規
則
の
記
載
例

○
条　

職
務
上
の
地
位
や
人
間
関
係

な
ど
の
職
場
内
の
優
位
性
を
背
景

に
し
た
、
業
務
の
適
正
な
範
囲
を

超
え
る
言
動
に
よ
り
、
他
の
従
業

員
に
精
神
的
・
身
体
的
な
苦
痛
を

与
え
た
り
、
就
業
環
境
を
害
す
る

よ
う
な
こ
と
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

※
禁
止
す
る
規
定
と
併
せ
、
パ
ワ
ハ

ラ
を
行
っ
た
者
に
対
す
る
懲
戒
規

定
も
整
備
。

③　

実
態
を
把
握
す
る

　

従
業
員
ア
ン
ケ
ー
ト
等
に
よ
り
実

態
を
把
握
し
ま
す
。
実
施
の
際
は
、

対
象
者
が
偏
る
こ
と
が
な
い
よ
う
留

意
し
ま
す
。
ま
た
、
よ
り
正
確
な
実

態
把
握
や
回
収
率
向
上
の
た
め
に
、

匿
名
で
の
実
施
が
効
果
的
で
す
。

　

ア
ン
ケ
ー
ト
以
外
で
は
、
安
全
管

理
者
や
産
業
医
へ
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
評

価
面
接
な
ど
個
人
面
談
の
際
に
自
己

申
告
項
目
に
入
れ
る
な
ど
、
複
数
の

方
法
で
行
う
こ
と
も
有
効
で
す
。

④　

教
育
す
る

　

パ
ワ
ハ
ラ
に
関
す
る
研
修
を
、
可

能
な
限
り
対
象
者
全
員
に
受
講
さ
せ
、

定
期
的
に
、
繰
り
返
し
て
実
施
す
る

と
、
よ
り
予
防
効
果
が
あ
り
ま
す
。

　

研
修
は
、
管
理
監
督
者
向
け
と
一

般
従
業
員
向
け
に
分
け
て
実
施
す
る

方
法
、
区
分
け
せ
ず
に
実
施
す
る
方

法
が
あ
り
ま
す
。

⑤　

周
知
す
る

　

組
織
の
方
針
や
取
組
、
相
談
窓
口

な
ど
に
つ
い
て
周
知
・
啓
発
を
実
施

し
ま
す
。
研
修
時
に
伝
え
る
こ
と
の

ほ
か
、
ポ
ス
タ
ー
、
回
覧
な
ど
も
交

え
な
が
ら
、
防
止
対
策
の
取
組
意
義

な
ど
を
従
業
員
に
し
っ
か
り
伝
え
、

理
解
し
て
も
ら
う
こ
と
を
継
続
的
に

実
施
し
て
い
き
ま
す
。

㈡
　
解
決

　

解
決
策
の
例
と
し
て
、
企
業
内
・

外
に
相
談
窓
口
を
設
置
す
る
、
職
場

の
対
応
責
任
者
を
決
め
る
と
い
っ
た

も
の
が
あ
り
ま
す
。
以
下
は
、
相
談

対
応
の
流
れ
の
例
で
す
。

①　

相
談
窓
口
（
一
次
対
応
）

　

従
業
員
が
相
談
し
や
す
い
相
談
窓

口
を
設
置
し
、
で
き
る
だ
け
初
期
の

段
階
で
気
軽
に
相
談
で
き
る
し
く
み

を
作
り
ま
し
ょ
う
。

②　

事
実
関
係
の
確
認

　

相
談
者
の
了
解
を
得
た
上
で
、
行

為
者
や
第
三
者
に
事
実
確
認
を
行
い

ま
す
。

　

行
為
者
に
対
し
て
事
実
確
認
を
行

う
際
に
は
、
中
立
的
な
立
場
で
行
為

者
の
話
を
聴
き
、
相
談
者
の
認
識
に

誤
解
が
あ
っ
た
場
合
に
も
、
報
復
な

ど
は
厳
禁
で
あ
る
こ
と
を
伝
え
ま
す
。

相
談
者
、
行
為
者
、
第
三
者
の
意
見

が
一
致
す
る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。
そ

れ
ぞ
れ
の
主
張
を
合
理
的
に
判
断
す

る
情
報
と
考
え
る
よ
う
に
し
ま
す
。

③　

と
る
べ
き
措
置
の
検
討

　

パ
ワ
ハ
ラ
の
定
義
や
行
為
類
型
と

照
ら
し
合
わ
せ
て
、
次
の
要
素
を
踏

ま
え
て
検
討
を
行
い
ま
す
。

・
相
談
者
の
被
害
の
状
況

・
相
談
者
、
行
為
者
、
第
三
者
へ
の

事
実
確
認
の
結
果

・
相
談
者
及
び
行
為
者
の
そ
れ
ぞ
れ

の
行
動
や
発
言
に
問
題
が
あ
っ
た

と
考
え
ら
れ
る
点

・
就
業
規
則
の
規
定
内
容

・
裁
判
例

　

特
に
重
大
・
深
刻
な
場
合
、
相
談

者
が
懲
戒
処
分
等
を
希
望
し
て
い
る

場
合
は
、相
談
内
容
に
よ
っ
て
は（
被

害
が
大
き
い
ケ
ー
ス
、
判
断
に
迷
う

ケ
ー
ス
等
）、
手
遅
れ
に
な
ら
な
い

う
ち
に
解
決
方
法
を
弁
護
士
な
ど
の

専
門
家
に
相
談
し
ま
し
ょ
う
。

④　

相
談
者
・
行
為
者
へ
の
フ
ォ
ロ

ー

　

相
談
者
・
行
為
者
の
双
方
に
対
し

て
、
会
社
と
し
て
取
り
組
ん
だ
こ
と

（
事
実
関
係
に
つ
い
て
の
調
査
、
対
応

の
内
容
と
そ
の
考
え
方
）を
説
明
し
、

理
解
を
得
る
よ
う
に
し
ま
す
。

　

ま
た
、
行
為
者
の
行
動
や
発
言
に

ど
の
よ
う
な
問
題
が
あ
っ
た
か
を
伝

え
て
同
様
の
問
題
が
起
こ
ら
な
い
よ

う
に
継
続
的
な
フ
ォ
ロ
ー
を
行
い
ま

し
ょ
う
。

⑤　

再
発
防
止
策
の
検
討

　

パ
ワ
ハ
ラ
問
題
が
解
決
し
た
後
も

同
様
の
問
題
が
発
生
す
る
こ
と
を
防

ぐ
た
め
重
要
な
こ
と
は
、
取
組
を
継

続
し
、
従
業
員
の
理
解
を
深
め
再
発

防
止
に
つ
な
げ
る
こ
と
で
す
。

　

継
続
し
て
い
く
た
め
に
、「
年
一
回
」

な
ど
見
直
す
時
期
を
決
め
て
お
き
、

取
組
内
容
を
見
直
し
ま
し
ょ
う
。

◇
　
　
　
◇
　
　
　
◇

　
「
二　

予
防
・
解
決
・
再
発
防
止
」

で
触
れ
た
内
容
は
、
厚
生
労
働
省
が

開
設
す
る
サ
イ
ト
「
あ
か
る
い
職
場

応
援
団
」に
お
い
て
、各
種
文
書
例
、

研
修
資
料
、
ア
ン
ケ
ー
ト
マ
ニ
ュ
ア

ル
な
ど
が
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、

ご
活
用
く
だ
さ
い
。



1月号 ─ 4

　従業員の職業生活と家庭生活の両立支援
や女性の活躍推進に取り組む事業主を応援
する制度として「両立支援等助成金」があり、
次のコースが設けられています。
①　出生時両立支援コース
　男性労働者が育児休業を取得しやすい職
場風土作りに取り組み、男性労働者に育児
休業を取得させた事業主に助成されます。
②　介護離職防止支援コース
　仕事と介護の両立のための職場環境整備
を行い、介護休業の取得・職場復帰または
介護のための勤務制限制度の利用支援を行
った事業主に助成されます。
③　育児休業等支援コース

〈育休取得時・職場復帰時〉
　「育休復帰支援プラン」を作成し、育児休
業を円滑に取得、職場復帰の支援を行った
中小企業事業主に助成されます。

〈代替要員確保時〉

　育児休業取得者の代替要員を確保し、育
児休業取得者を原職等に復帰させた中小企
業事業主に助成されます。
④　再雇用者評価処遇コース
　妊娠、出産、育児又は介護を理由として
退職した労働者が、就業が可能となった場
合に、その経験、能力が適切に評価され働
くことができる再雇用制度を導入し、再雇
用者を継続雇用した事業主に助成されます。
⑤　女性活躍加速化コース
　女性活躍推進法に基づき、自社の女性の
活躍に関する「数値目標」、数値目標の達
成に向けた「取組目標」を盛り込んだ「行動
計画」を策定して、具体的に取り組み、目
標を達成した事業主に助成されます。
　問い合わせ窓口は、都道府県労働局雇用
環境・均等部（室）です。
※　上記のほか「事業所内保育施設コース」

がありますが、平成28年４月以降新規
受付は停止され、子ども・子育て支援新
制度に基づく「企業主導型保育事業」と
して助成が行われています。

両立支援等助成金のご案内

　毎年７月10日は、労働保険料の納期限
とされ、３分割納付（延納）が認められる
事業所の場合は、第２期は10月31日、第
３期は１月31日が納期限です。
　「口座振替納付」の申出をした場合、納付
日が本来の納期限より後の日付とされ、７
月10日までに納付すべき労働保険料は９
月６日（土・日・祝日の場合にはその後の
最初の金融機関の営業日）が引き落とし日
となります。延納が認められる事業所では、
第２期は11月14日、第３期は２月14日
とされます。納付の際に金融機関に行く手
間や待ち時間の解消につながる点も口座振
替のメリットです。
　手続き期限には注意を要し、７月10日の
納付分から口座振替を利用するときは「２
月25日」までに金融機関（都道府県労働局
ではありません）に申込用紙を提出します。
申込用紙は厚生労働省のホームページから
ダウンロードすることができます。

口座振替納付のメリット
（労働保険料）　
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